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①回数制限そのもの≠ノン・ルフールマン原則違反
→難民認定基準を回数制限によって狭めたことは、

結果的にノン・ルフールマン原則違反に抵触しかねない

②政府は在留を認めるべき人には認めている。
→実際、別の条項である「補完的保護」に関しては、議論なし

但し、国際法上疑問が残るのは…
・難民申請3回目以降の方が、ノン・ルフールマン原則の例外
に当たるのか。

・国外の犯罪者は、日本国内でも「犯罪者」に該当するのか

日本政府は難民政策について、国際法の解釈を明確に
すべきである。

③賛成と反対の意見

「特定技能」資格
の創設

平成30年改正

犯罪対策としての
上陸拒否事由の

整備

平成13年改正

難民申請への
回数制限を規定

令和5年改正

在留カードなどの
新在留管理制度

の導入

平成21年改正

不法在留罪の
新設

平成11年改正

論点
入管法改正に伴う「難民申請への回数制限」
→そもそも日本は改正前でさえ、難民認定率が低い
（約２％）
→本改正でさらに低下するおそれ。

改正前：回数制限なし
改正後：回数制限あり（３回）

[賛成派の主張]

[反対派の主張]

（日本政府）

今回の問題点！

在留を認めるべきでない人には認めない

それでは救済できない人が増える
→回数制限を設けたことがノン・ルフールマン

原則に違反している！

改正入管法上、退去可能な者

✔ ３年以上の実刑に処された者
✔ テロリスト等
✔ ３回目以降の難民認定申請者

受け入れ国にとって危険な者
（同条約33条2項）

重大な犯罪で
有罪になった者

（同条約33条2項）

※（年号は全て改正年）

→抽象的、締約国の解釈次第

設定自体 ： ノン・ルフールマン原則に違反するとは言えない

結果的 ： ノン・ルフールマン原則違反になりかねない

✔難民条約 第33条１項
： 難民を、いかなる方法によっても、 人種、 宗教、 国籍若しくは
 特定の社会的集団の構成員であること又は政治的意見の
 ためにその生命又は自由が脅威にさらされるおそれのある
領域の国境へ追放し又は送還してはならない

回数制限の
設定

難民認定率
低下

危険な地域へ
強制送還
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